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① ⼟地利⽤ニーズの低下等により、⼟地を相続したものの、⼟地を⼿放したいと考える者が増加している。

相続⼜は遺贈（相続⼈に対する遺贈に限る。以下「相続等」という。）により取得した⼟地を⼿放して、国庫に
帰属させることができる制度を創設。

1

② 相続を契機として、⼟地を望まず取得した所有者の負担感が増しており、管理の不全化を招いている。

管理コストの国への転嫁や⼟地の管理をおろそかにするモラルハザードが発⽣するおそれを考慮して、⼀定の
要件を設定し、法務⼤⾂が要件について審査を実施。

通常の管理⼜は処分をするに当たり過分の費⽤⼜は労⼒を要する⼟地は不可

⼟地の性質に応じた標準的な管理費⽤を考慮して算出した10年分の⼟地管理費相当額の負担⾦の納
付が必要

※その他申請時に、審査に要する実費等を考慮して政令で定める審査⼿数料の納付も必要。

例）建物がある⼟地、⼟壌汚染がある⼟地、危険な崖がある⼟地、他⼈によって使⽤される⼟地 など

➣

➣

⇒ 将来的に⼟地が所有者不明化し、管理不全化することを予防することが可能になる。

⼟地の要件

負担⾦等

(1)

(2)

相続等により取得した⼟地所有権の国庫への帰属に関する法律（令和３年法律第２５号）
相続等により取得した⼟地所有権の国庫への帰属に関する法律施⾏令（令和４年政令第３１６号）

背景

国庫帰属した⼟地は、普通財産として、国が管理・処分
・主に農⽤地として利⽤されている⼟地、主に森林として利⽤されている⼟地 → 農林⽔産⼤⾂が管理・処分
・それ以外の⼟地 → 財務⼤⾂が管理・処分

➣

相続⼟地国庫帰属制度について（概要）



相続等により⼟地の所有権⼜は共有持分を取得した者等（帰属法２Ⅰ､Ⅱ）

具体例

申請権者

⼦Ａ

単独所有

共有

① 相続等により所有権の全部を取得した所有者 ② 相続等により所有権の⼀部を取得した者
⽗Ｘから⼦Ａが相続により⼟地を取得

相続

申請可⽗Ｘ

単独所有 単独所有

⼦Ａ 申請
不可

購⼊

申請
不可

⽗Ｘから⼦Ａ・⼦Ｂが購⼊し､⼦Ｂが⼦Ａの持分を相続により取得

相続

申請可

単独所有

⽗Ｘ

Ａの持分1/2
Ｂの持分1/2

⼦Ａ ⼦Ｂ

単独所有
（うち相続1/2）

⼦Ｂ

③ 相続等により共有持分の全部を取得した共有者 ④ 相続等により共有持分の⼀部を取得した共有者

⼦Ｂ
申請可

⽗Ｘから⼦Ａ、Ｂが相続により⼟地を取得

相続

申請可⽗Ｘ

単独所有

申請
不可

購⼊

申請
不可

第三者Ｙから⽗Ｘ、⼦Ａが購⼊し､⽗Xの持分を⼦Ａ、Ｂが相続により取得

相続

申請可

単独所有

⽗Ｘ

Ｘの持分1/2
Ａの持分1/2

⼦Ａ

Ａの持分3/4（うち相続1/4）
Ｂの持分1/4（相続）

⼦Ｂ第三者Ｙ 申請可

Ａの持分1/2
Ｂの持分1/2

相続により取
得した持分を
有するため

・単独所有の⼟地 → 相続等により⼟地の全部⼜は⼀部を取得した者（具体例①、②）
・共有に属する⼟地 → 相続等により⼟地の共有持分の全部⼜は⼀部を取得した共有者（具体例③、④）

ただし、⼟地の共有持分の全部を相続等以外の原因により取得した共有者であっても、相続等により共有持分の全部⼜は⼀部を取得した者と
共同して⾏うときに限り、国庫帰属の承認申請可（具体例⑤）

売却

売却

⼦Ａ⼦Ａ ⼦Ｂ

⑤ 相続等以外の原因により共有持分を取得した共有者

⼦Ａ申請
不可

購⼊

申請
不可

相続

申請可
本来申請権限を有
しないが、⼦Aと共同
申請することにより申
請可能

単独所有

⽗Ｘ

Ｘの持分1/2
Ｚの持分1/2

法⼈Ｚ

Aの持分1/2（相続）
Zの持分1/2

第三者Ｙから⽗Ｘ、法⼈Zが⼟地を購⼊し､⽗Xの持分を⼦Ａが相続により取得

第三者Ｙ 申請可 法⼈Ｚ⼦Ａ

売却

申請可

相続⼟地国庫帰属制度について（申請権者）
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却下要件

１ 建物が存する⼟地
２ 担保権⼜は使⽤及び収益を⽬的とする権利が設定されている⼟地
３ 通路その他の他⼈による使⽤が予定される⼟地として政令で定めるものが含まれる⼟地

→墓地、境内地、現に通路・⽔道⽤地・⽤悪⽔路・ため池の⽤に供されている⼟地（施⾏令２条）
４ ⼟壌汚染対策法上の特定有害物質により汚染されている⼟地
５ 境界が明らかでない⼟地その他の所有権の存否、帰属⼜は範囲について争いがある⼟地

（その事由があれば直ちに通常の管理・処分をするに当たり過分の費⽤・労⼒を要するものと扱われるもの）

法務⼤⾂は、承認申請に係る⼟地が次の各号のいずれにも該当しないと認めるときは、その⼟地の所有権の国庫への帰属についての承認をしなければならな
い（法５条１項）。
１ 崖（政令で定める勾配、⾼さ等の基準に該当するものに限る。）がある⼟地のうち、通常の管理に当たり過分の費⽤⼜は労⼒を
要するもの →勾配が３０度以上、かつ、⾼さが５メートル以上のもの
２ ⼟地の通常の管理⼜は処分を阻害する⼯作物、⾞両⼜は樹⽊その他の有体物が地上に存する⼟地
３ 除去しなければ⼟地の通常の管理⼜は処分をすることができない有体物が地下に存する⼟地
４ 隣接する⼟地の所有者等との争訟によらなければ通常の管理⼜は処分をすることができない⼟地として政令で定めるもの

✓公道に通じない⼟地の通⾏権（⺠法210条１項及び２項）が妨げられているもの
✓所有権に基づく使⽤⼜は収益が妨害されている⼟地

５ 上記のほか、通常の管理⼜は処分をするに当たり過分の費⽤⼜は労⼒を要する⼟地として政令で定めるもの
✓⼟地崩落、地割れなどに起因する災害による被害の発⽣防⽌のため、⼟地の現状に変更を加える措置を講ずる必要がある⼟地（軽微なものを除く）
✓⿃獣、病害⾍等により周辺住⺠や農作物等に被害が⽣じるおそれがある⼟地
✓適切な管理がされていないため、追加的に造林、間伐等を⾏う必要がある森林
✓国庫帰属後に、管理費⽤以外に法令の規定に基づく⾦銭負担を負う⼟地
✓国庫帰属に伴い、承認申請者の⾦銭債務を国が負担する⼟地

（費⽤・労⼒が過分かどうか、個別の判断を要するもの。）

相続⼟地国庫帰属制度について（⼟地の要件①）

承認申請は、その⼟地が次の各号のいずれかに該当するものであるときは、することができない（法２条３項）。

不承認要件

基本的な考え⽅︓通常の管理・処分をするに当たり、過分の費⽤⼜は労⼒を要する⼟地は不可

３



本制度によって国庫に帰属する⼟地については、粗放的な管理（巡回のみ）で⾜りる⼟地が中⼼と考えられることから、巡回に
要する実費を踏まえ、負担⾦の額は、20万円を原則とする。

➢ 法第⼗条
承認申請者は、第五条第⼀項の承認があったときは、同項の承認に係る⼟地につき、国有地の種⽬ごとにその管理に要する⼗年分の標準的な費⽤の額を

考慮して政令で定めるところにより算定した額の⾦銭（以下「負担⾦」という。）を納付しなければならない。
➢ 衆・参 附帯決議（抄）
⼀ 経済価値の乏しい相続⼟地の国庫帰属については、申請⼈の負担軽減の必要性も踏まえ、承認要件や申請⼈の費⽤負担の在り⽅を検討する

国有地の標準的な管理⾏為の内容や申請者の負担軽減の必要性等を踏まえ、政令において以下のような内容とされた。

○負担⾦の額

国庫に帰属する⼟地は、国有財産法上、普通財産として管理することとなるところ、管理の実態を考慮して、以下に分類する。
① 宅地
② ⽥、畑
③ 森林
④ その他（雑種地、原野、池沼、海浜地等）

原則 ⼀部の市街地の宅地 ⼀部の市街地・農⽤地区域
等の⽥・畑 森林

必要となる
管理行為の内容

巡回のみ 柵設置・看板設置
・草刈・巡回 看板設置・草刈・巡回 境界表⽰・巡回

負担金額 ２０万円 次ページ ① 次ページ ② 次ページ ③

ただし、草刈などの管理を要すると考えられる⼀部の市街地等の⼟地については、必要となる管理⾏為を踏まえ⼟地の⾯積に応
じて負担⾦の額を算定することとする（具体的なイメージは次ページ参照）。
※ ⼀部の市街地としては、都市計画法の市街化区域⼜は⽤途地域が指定されている地域を想定。
※ ⾯積の単純⽐例ではなく、⾯積が⼤きくなるにつれて１㎡当たりの負担⾦額は低くなる。

相続⼟地国庫帰属制度について（負担⾦①）

４



※ 注１︓都市計画法の市街化区域⼜は⽤途地域が指定されている地域。 注２︓⾯積の単純⽐例ではなく、⾯積が⼤きくなるにつれて１㎡当たりの負担⾦額は低くなる。

① 宅地

② ⽥、畑

③ 森林

ただし、⼀部の市街地（注１）の宅地については、
⾯積に応じ算定（注２）

ただし、⼀部の市街地（注１）、農⽤地区域等の
⽥、畑については、⾯積に応じ算定（注２）

⾯積に応じ算定（注２）

④ その他
※雑種地、原野等

⾯積にかかわらず、20万円

例 隣接する2筆の⼟地を申請する場合
（例外︓市街化区域外の宅地） 100㎡ 100㎡

1筆ごとに算定

例 宅地︓100㎡の⼟地×２＝原則40万円

⾯積を合算

100㎡＋100㎡＝200㎡

例 宅地︓200㎡の⼟地×１＝原則20万円

（例）
1,500㎡ 約27万円
3,000㎡ 約30万円……

（例）
500㎡ 約72万円
1,000㎡ 約110万円……
（例）
100㎡ 約55万円
200㎡ 約80万円……

⾯積にかかわらず、20万円

⾯積にかかわらず、20万円

相続⼟地国庫帰属制度について（負担⾦②）

＜負担⾦計算の特例＞ 承認申請者は、法務⼤⾂に対して、隣接する２筆以上の⼟地について、⼀つの⼟地とみなして、負担⾦の額を算定す
ることを申し出ることができる（帰属政令５）

５

負担⾦算定の具体例



① 宅地のうち、都市計画法の市街化区域⼜は⽤途地域が指定されている地域内の⼟地

② 主に農⽤地として利⽤されている⼟地のうち、次のいずれかに掲げるもの
ア 都市計画法の市街化区域⼜は⽤途地域が指定されている地域内の農地
イ 農業振興地域の整備に関する法律の農⽤地区域内の農地
ウ ⼟地改良事業等（⼟地改良事業⼜はこれに準ずる事業であって、農地法施⾏規則第四⼗条第⼀号及び第⼆号イ若しくはロに規定する事
業）の施⾏区域内の農地

③ 主に森林として利⽤されている⼟地

⾯積区分 負担⾦額
50㎡以下 国庫帰属地の⾯積に4,070（円/㎡）を乗じ、208,000円を加えた額
50㎡超100㎡以下 国庫帰属地の⾯積に2,720（円/㎡）を乗じ、276,000円を加えた額
100㎡超200㎡以下 国庫帰属地の⾯積に2,450（円/㎡）を乗じ、303,000円を加えた額
200㎡超400㎡以下 国庫帰属地の⾯積に2,250（円/㎡）を乗じ、343,000円を加えた額
400㎡超800㎡以下 国庫帰属地の⾯積に2,110（円/㎡）を乗じ、399,000円を加えた額
800㎡超 国庫帰属地の⾯積に2,010（円/㎡）を乗じ、479,000円を加えた額

⾯積区分 負担⾦額
250㎡以下 国庫帰属地の⾯積に1,210（円/㎡）を乗じ、208,000円を加えた額
250㎡超500㎡以下 国庫帰属地の⾯積に850（円/㎡）を乗じ、298,000円を加えた額
500㎡超1,000㎡以下 国庫帰属地の⾯積に810（円/㎡）を乗じ、318,000円を加えた額
1,000㎡超2,000㎡以下 国庫帰属地の⾯積に740（円/㎡）を乗じ、388,000円を加えた額
2,000㎡超4,000㎡以下 国庫帰属地の⾯積に650（円/㎡）を乗じ、568,000円を加えた額
4,000㎡超 国庫帰属地の⾯積に640（円/㎡）を乗じ、608,000円を加えた額

⾯積区分 負担⾦額
750㎡以下 国庫帰属地の⾯積に59（円/㎡）を乗じ、210,000円を加えた額
750㎡超1,500㎡以下 国庫帰属地の⾯積に24（円/㎡）を乗じ、237,000円を加えた額
1,500㎡超3,000㎡以下 国庫帰属地の⾯積に17（円/㎡）を乗じ、248,000円を加えた額
3,000㎡超6,000㎡以下 国庫帰属地の⾯積に12（円/㎡）を乗じ、263,000円を加えた額
6,000㎡超12,000㎡以下 国庫帰属地の⾯積に8（円/㎡）を乗じ、287,000円を加えた額
12,000㎡超 国庫帰属地の⾯積に6（円/㎡）を乗じ、311,000円を加えた額

＜負担⾦の算定表＞（施⾏令４条）
参考

６



国庫帰属の承認申請（法２条）
※相続等によって⼟地所有権を取得した者等

法務局担当官による書⾯審査（法６条）

負担⾦の納付（３０⽇以内）（法１０条１項・３項）

 申請⼟地の登記記録，地図等の資料収集
（必要に応じ、関係省庁や地⽅公共団体に資料の提供依頼（法７条）等を⾏う。）

 権利関係や⼟地の地歴等に関する調査
 書類上の却下事由の有無の確認（法４条１項）

情報共有

法務⼤⾂による承認（⾏政処分）（法５条）

却下（法４条）

国庫帰属（法１１条１項）
※負担⾦納付と同時に国に所有権移転
※主に農⽤地⼜は森林として利⽤されている⼟地は、農林⽔
産⼤⾂が管理・処分を⾏う（法１２条）。それ以外の⼟地
については財務⼤⾂が管理・処分を⾏う。

国庫帰属通知（法１１条２項）
所有権移転登記嘱託

不承認（法９条）

法務局担当官による実地調査（法６条２項〜８項）

承認申請書の提出（法３条１項）
審査⼿数料の納付（法３条２項）

法務局で受付

関係省庁・
地⽅公共団体

 必要に応じ、隣接地の所有者等への聴取や地⽅公共団体等への協⼒依頼を⾏う。
 通常の管理⼜は処分をするに当たり過分の費⽤⼜は労⼒を要する⼟地であるかどうかについて調査（建物・⼟壌汚
染・埋設物・危険な崖等の有無，境界（所有権界）に争いがないか 等）（法２条３項・５条１項各号）
 ⼟地の管理について管理庁の意⾒聴取（法８条）
 実地調査には、管理予定庁も同⾏する。

情報提供の結果、寄附契約が締結されることと
なったり、地域における有効利⽤の機会が確保
されることになれば、申請は取下げとなる。

（法５条１項各号に該当）

（法４条１項各号に該当）

相続⼟地国庫帰属制度について（審査フロー）

承認通知（法９条）
負担⾦通知（法１０条２項）

管理予定庁
（財務局、農政局、
森林管理局）

情報提供

７



地⽅公共団体の皆様への御対応依頼
令和４年１２⽉１２⽇付け
法務省⺠事局⺠事第⼆課事務連絡
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地⽅公共団体の皆様への御対応依頼
⼟地の有効活⽤のための法務局からの情報提供

⼟地を地域で有効活⽤していただく機会を確保するため、国庫帰属の承認申請が出されたことにつ
いて、申請者の意向を確認した上で、申請⼟地が所在する都道府県及び市町村に対して、法務局
から情報提供します。
情報提供を受けた都道府県及び市町村におかれては、「寄附受け」の意向があるかどうかについて、
⼀定期間内に法務局へ御回答をお願いいたします。

「寄附受け」の意向がある場合は、申請者と都道府県、市町村との間で調整を進めていただくことに
なります。

国庫帰属承認審査に必要となる資料の提供依頼

審査に当たって、帰属法７条に基づき、申請⼟地が所在する都道府県及び市町村に対して、法
務局から情報提供を依頼しますので、⼀定期間内に御回答をお願いいたします。

国庫帰属の承認申請の審査では、却下要件及び不承認要件に該当するかどうか、書⾯審査及び
実地調査により審査を⾏います。

＜依頼する情報の例＞
・市街化区域に属する⼟地かどうか ・農地台帳に登録のある⼟地かどうか ・⼟壌汚染されている⼟地かどうか

９



御静聴ありがとうございました！


